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議案第１８号 

三田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

 

総 務 課 

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律第９条第２項の規定に基づく個人番号の利用範囲に、同法に定め

る以外の市独自利用事務を加えるに当たり、当該条例の一部を改正し

ようとするもの。 

内 容 

【関係法令】 行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（マイナンバー法）第 9 条第 2 項 
(利用範囲) 

第９条 

２ 地方公共団体の長その他の執行機関は、福祉、保健若しくは医療その他の社

会保障、地方税(地方税法(昭和 25 年法律第 226 号)第 1 条第 1 項第 4 号に規定

する地方税をいう。以下同じ。)又は防災に関する事務その他これらに類する

事務であって条例で定めるものの処理に関して保有する特定個人情報ファイ

ルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で個人

番号を利用することができる。当該事務の全部又は一部の委託を受けた者も、

同様とする。 

【改正趣旨】 マイナンバー法は、個人番号が従来の個人情報と比べ

強力な個人識別機能を有することから、「個人番号の利用」につい

ては、同法第 9 条第 1 項において、その利用範囲を社会保障、税、

防災に関する事務であって別表に掲げる事務（法定利用事務）に

限定している。 

   そのうえで、マイナンバー法第 9 条第 2 項は、先の 12 月定例市

議会における庁内連携（同一執行機関内で個人番号の授受を行う

場合）とともに、独自利用（個人番号を法定利用事務以外の地方

公共団体の独自の事務に利用する場合）についても、条例の定め

るところにより、「個人番号の利用」を認めている。 

【改正内容】 そうしたことから、下記に掲げる 6 事務についても、

「独自利用」による個人番号の利用範囲として加えようとするも

の。 

1 市長 「生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置について（国通知）」

に基づき、行政措置として日本国民に対する生活保護に準じた取扱い

によって実施されている外国人の保護に関する事務 

2 市長 介護サービス等利用者負担軽減に関する事務 

3 市長 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律によ

る地域生活支援事業に関する事務 

4 市長 知事の権限に属する事務に係る事務処理の特例に関する条例により

本市が処理するとされた事務のうち、兵庫県心身障害者扶養共済制度

条例施行規則により知事に提出される書類の受理及びその書類に記

載された事項についての事実の確認並びに知事が作成する書類の交

付に関する事務 

5 教委 学校教育法による就学援助に関する事務 

6 教委 三田市私立幼稚園就園奨励費補助金交付に関する規則による私立幼

稚園就園奨励費に関する事務 

【施行期日】 公布の日 

 


